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第 1章 計画の策定にあたって 
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１ 計画策定の趣旨 

「男女共同参画社会基本法」では、男女共同参画社会を「男女が、社会の対等な構成員と

して、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、も

って男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共

に責任を担うべき社会」（第 2 条）と定義されています。 

男女共同参画社会は、性別にかかわらず、誰もが、社会のあらゆる分野で、意欲に応じて

活躍することのできる社会です。仕事、家庭、地域生活などの多様な活動を一人ひとりの望

む形で展開でき、誰もが、共に夢や希望を実現して、一人ひとりの豊かな人生に結びつくこ

とを目指しています。 

本町は平成 13 年度に「第１次三股町男女共同参画プラン」を策定、平成 26 年に「三股町

男女共同参画推進条例」を施行、同年、三股町 DV 防止基本計画を含む「第２次三股町男女

共同参画プラン」を策定し、三股町の男女共同参画に関する施策を総合的、計画的に推進し

てきました。 

第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)では、平成 27（2015）年に制定された女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）も踏まえ、男女

が互いに尊重し合い、自らの意思と責任により社会のあらゆる分野における女性活躍の支援

をさらに発展させる計画として策定するものです。 
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２ 計画の位置づけ 

■第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)は、「男女共同参画社会基本法」第 9 条及び第 14

条第３項に基づく男女共同参画社会の促進についての市町村計画です。 

■第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)は、「三股町男女共同参画推進条例」第９条に基

づく本町の男女共同参画社会の形成の推進に関する基本的な計画です。 

■第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律」第２条の３第３項に基づく市町村基本計画です。 

■第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)は、「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律」第６条第２項に基づく市町村推進計画です。 

■第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)は、国の「第５次男女共同参画基本計画」や県の

「第４次みやざき男女共同参画プラン」を勘案するとともに、本町の上位計画である「第

６次三股町総合計画」の部門計画として位置づけ、国際社会共通の目標である「SDGs」(持

続可能な開発目標)を念頭に置きながら、他分野の関連計画との整合性を図っていきます。 

 

  
配偶者からの暴力の防止及び 

被害者の保護等に関する法律 
男女共同参画社会基本法 

女性の職業生活における 

活躍の推進に関する法律 

【国】 

第５次 

男女共同参画基本計画 

三股町男女共同参画推進条例 

 三股町第２次男女共同参画プラン（改訂版） 

 ■三股町 DV防止基本計画 

■三股町女性の活躍推進計画 

【県】 

第４次みやざき 

男女共同参画プラン 

第６次三股町 

総合計画 

 

その他 

個別計画 
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本計画では国際社会共通の目標である「SDGs」(持続可能な開発目標)を念頭に置きながら

施策展開を行うものとしています。 

各施策と SDGｓの 17 の目標との関係は次のとおりです。 
 

ＳＤＧｓ 17 の目標 
 

 

貧困をなくそう 

あらゆる場面で、あらゆる形態の貧困に終止

符を打つ 

 

 

人や国の不平等をなくそう 

国内および国家の格差を是正する 

 

飢餓をゼロに 

飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄養

状態の改善を達成するとともに、持続可能な

農薬を推進する 

 

 

住み続けられるまちづくりを 

都市と人間の居住地を包括的、安全、強靭か

つ持続可能にする 

 

すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康な生活を

確保し、福祉を推進する 

 

 

つくる責任つかう責任 

持続可能な消費と生産のパターンを確保する 

 

質の高い教育をみんなに 

すべての人々に包括的かつ公平で質の高い教

育を提供し、生涯学習の機会を促進する 

 

 

気象変動に具体的な対策を 

気象変動とその影響に立ち向かうため、緊急

対策を取る 

 

ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と

女児のエンパワーメントを図る 

 

 

海の豊かさを守ろう 

海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保

全し、持続可能な形で利用する 

 

安全な水とトイレを世界中に 

すべての人に水と衛生へのアクセスと持続可

能な管理を確保する 

 

 

陸の豊かさも守ろう 

陸上生態系の保護、回復および持続可能な利

用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化へ

の対処、土地劣化の阻止および逆転、ならび

に生物多様性損失の阻止を図る 

 

エネルギーをみんなにそしてクリー

ンに 

すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能

かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保

する 

 

 

平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発に向けて平和で包括的な社会

を推進し、すべての人に司法へのアクセスを

提供するとともに、あらゆるレベルにおいて

効果的で責任ある包括的な制度を構築する 

 

働きがいも経済成長も 

すべての人のための持続的、包括的かつ持続

可能な経済成長、生産的な完全雇用およびデ

ィーセント・ワーク（働きがいのある人間ら

しい仕事）を推進する 

 

 

パートナーシップで 

目標を達成しよう 

持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、

グローバル・パートナーシップを活性化する 

 

産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靭なインフラを整備し、包括的で持続可能

な産業化を推進するとともに、技術革新の拡

大を図る 
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３ 計画の期間 

第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)の計画期間は、令和４年度から令和６年度まで

の３年間とします。 

 

区 分 
H27

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

H30 

年度 

R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

R6 

年度 

第２次三股町男女共同参画 

プラン 

          

第２次三股町男女共同参画 

プラン改訂版 

          

 

４ 策定体制及び住民意見の反映 

（１）策定体制 

外部有識者で構成された「三股町男女共同参画審議会」、副町長・教育長・各課長で構成

された「推進本部会」、役場職員で構成された「作業部会」を設置し、計画の策定にあたっ

てきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【三股町男女共同参画審議会】 

会 長：西山 繁敏 

委 員：識見を有する者 

事務局：総務課行政係 

【三股町男女共同参画推進本部会】 

本 部 長：副町長 

副本部長：教育長 

本部委員：各課（局・質）長 

事 務 局：総務課行政係 

【三股町男女共同参画作業部会】 

部 会 長：総務課長 

副部会長：総務課長補佐 

部 会 員：関係課職員 

事 務 局：総務課行政係 

議 

会 

 

詰問               答申 

議案              

上程 

 

 

 

 

議決 
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（２）住民意見の反映 

①「町民意識調査」「職員意識調査」「企業意識調査」の実施 

本計画の策定にあたり、本町在住の 20 歳以上の男女 1,500 名を無作為に抽出し、「町

民意識調査」を実施し、本町の実態把握に努めました。 

また、役場職員や企業の働き方・意識改革を図るため、役場職員を対象に、「職員意識

調査」を、本町内の事業所に「企業意識調査」を実施しました。 

 

②パブリックコメントの実施 

本計画の素案について、町民の方々から幅広く意見を募集するため、令和 3 年 11 月

12 日から 11月 22 日までパブリックコメントを実施しました。 

 

③講演会の開催 

本計画の周知、住民の男女共同参画への啓発をするため、令和 4 年２月●日に男女共

同参画セミナーを開催しました。 
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第２章 三股町の現状 
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１ 統計調査結果 

（１）人口推移 

三股町の総人口は、増加傾向で推移していますが、生産年齢人口は徐々に減少、老年人

口の増加により、地域経済や社会の担い手不足が懸念されています。 

図表 2-1 年齢 3区分別人口の推移 

 

出所：各年国勢調査 

 

（２）女性の就業状況 

三股町の女性の就業者数は増加傾向で推移しており、就業者に占める女性の割合も増加

傾向で推移しています。 

図表 2-2 就業状況 

 

出所：各年国勢調査 
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（３）女性年齢別労働力率 

三股町の出産・育児等による労働力率の低下（いわゆる M 字カーブ）の底は、年々浅く

なっており、全国・県と比較しても浅くなっています。出産・育児に伴う離職は少なくな

っていることが予想されます。 

図表 2-3 三股町の女性年齢別労働力率の推移 

 

出所：各年国勢調査 

図表 2-4 女性年齢別労働力率比較 

 

出所：平成２７年国勢調査 
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（４）女性の管理的職業従事者割合 

三股町の女性の労働力率は、平成 17年、平成 22 年、平成 27年と緩やかに上昇してい

ます。 

一方、管理的職業従事者割合は、平成 22 年以降、急激に高くなっており、平成 27 年の

女性の管理的職業従事者割合は、国・県を上回り県内でも上位に位置しています。 

 

図表 2-5 女性の管理的職業従事者割合(民間) 

 
出所：平成 27年国勢調査 
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２ アンケート調査からみえる現状 

（１）調査の概要 

①調査の目的 

本調査は、三股町における男女共同参画に関する意識と実態を統計的に把握し、今後

の男女共同参画施策の一層の推進を図るための基礎資料を得ることを目的として実施し

ました。 

 

②調査の種類 

アンケート調査は、「町民意識調査」、「職員意識調査」、「企業意識調査」の 3 種類を実

施しました。 

 

町民意識調査概要 

調査対象 三股町在住の 20歳以上の男女 1,500人 

調査方法 郵送配付、郵送・WEB回収 

調査期間 令和３年７月 27日（発送）～８月 10 日（締切） 

回収状況 有効回収数：675件、有効回収率：45.0％ 

 

職員意識調査概要 

調査対象 三股町職員 18歳以上の男女 277人 

調査方法 庁内ネットワーク回答システム 

調査期間 令和３年７月 27日（発送）～８月 10 日（締切） 

回収状況 有効回収数 152 件、有効回収率 54.9％ 

 

企業意識調査概要 

調査対象 三股町内の事業所 20社 

調査方法 郵送配付・郵送回収 

調査期間 令和３年７月 29日（発送）～８月 13 日（締切） 

回収状況 有効回収数 10件、有効回収率 50.0％ 

 

③比較対象調査 

■平成 26年三股町調査：「三股町男女共同参画プラン策定のための町民意識調査」 

(調査サンプル数 1,500件、郵送配布・郵送回収、回収率 31.9％) 

 

■令和２年宮崎県調査：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」 

(調査サンプル数 3,000件、郵送配布・郵送 WEB 回収、回収率 42.9％) 
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（２）町民意識調査結果 

①固定的性別役割分担意識 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」というような性別によって役割を

固定する（決めつける）考え方について、「反対」が 30.8％と最も高く、次いで「どちら

ともいえない」の 28.9％、「どちらかといえば反対」の 27.9％となっています。 

前回調査と比較すると、「反対」の割合が増加していることから、固定的性別役割分担

に対する意識に変化がみられます。 

図表 2-6 固定的性別役割分担意識 

 

 

②各分野の男女の地位の平等感 

各分野における男女の地位の平等感について、分野別でみると「平等である」の割合が

最も高いのは「学校教育の場」、「男性が優遇されている」と回答した割合が高いのは「政

治の場」、次いで「社会通念・慣習・しきたり」となっています。また、「社会全体」では、

「どちらかといえば男性の方が優遇されている」、「男性の方が非常に優遇されている」

の割合が高くなっています。 

図表 2-7 各分野の男女の地位の平等感 

 

  

2.4 

5.2 

1.6 

8.4 

23.8 

8.6 

27.9 

19.8 

28.0 

30.8 

21.5 

34.6 

28.9 

29.0 

25.0 

1.6 

0.6 

2.3 

0 20 40 60 80 100

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 どちらともいえない 無回答

(％)

男性の方が非

常に優遇され

ている

10.4

8.6

1.8

8.3

29.8

9.8

20.4

11.4

どちらかといえば

男性の方が優遇

されている

35.0

36.9

12.7

35.9

37.9

33.5

42.5

50.4

平等である

33.9

28.9

51.6

29.2

13.0

28.4

14.5

14.2

どちらかといえば

女性の方が優遇

されている

3.4

3.4

2.1

3.0

0.7

3.9

1.5

2.1

女性の方が非

常に優遇され

ている

0.6

0.3

0.1

0.1

0.1

0.6

0.3

0.1

どちらともい

えない

13.3

13.3

18.5

16.7

11.6

16.3

13.9

15.1

無回答

3.4

8.6

13.2

6.8

6.8

7.6

6.8

6.7

0 20 40 60 80 100

項目

①家庭生活の場

②職場

③学校教育の場

④地域社会（町内会、自治会など）

⑤ 政治の場

⑥法律や制度の上

⑦社会通念・慣習・しきたりなど

⑧ 社会全体

（％）

全体(n=654) 
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③女性が職業をもつことに対する意識 

女性の就業について、「ずっと仕事を持っている方がよい」が 49.9％と最も高く、次い

で「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事を持つ方がよい」の 29.0％、

「子どもができるまでは、仕事を持つ方がよい」の 5.6％となっています。 

前回調査と比較すると、「ずっと仕事を持っている方がよい」の割合は増加し、「女性は

職業を持たない方がよい」の割合は減少しており、女性が職業をもつことに対する意識

が高くなっています。 

図表 2-8 女性が職業をもつことに対する意識 

 

 

④仕事と家庭・地域活動に関する考え方、地域活動の状況 

「家庭生活や地域活動にも携わるが、あくまで仕事を優先させる」が 33.9％と最も高

く、次いで「家庭生活や地域活動と仕事を同じように両立させる」の 16.0％となってい

ます。 

前回調査と比較すると、「仕事にも携わるが家庭生活や地域活動を優先させる」の割合

は減少しており、地域活動に対する意識の低下がみられます。 

図表 2-9 仕事と家庭・地域活動に関する考え方 

  

49.9 

35.1 

53.0 

2.8 

2.7 

2.3 

5.6 

7.3 

3.5 

29.0 

35.3 

30.7 

0.4 

0.4 

4.9 

5.6 

3.9 

7.7 

13.6 

6.2 

0 20 40 60 80 100

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

ずっと仕事を持っている方がよい
結婚するまでは、仕事を持つ方がよい
子どもができるまでは、仕事を持つ方がよい
子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事を持つ方がよい
女性は仕事を持たない方がよい
その他（ ）
無回答

(％)

13.8 

12.0 

33.9 

56.0 

35.5 

16.0 

23.2 

19.0 

5.6 

8.5 

7.6 

5.0 

5.6 

16.7 

4.6 

15.3 

8.9 

7.7 

5.1 

0 20 40 60 80 100

今回(n=675)

【参考】

前回(n=284)

宮崎県(n=1,286)

家庭生活や地域活動よりも、仕事に専念している
家庭生活や地域活動にも携わるが、あくまで仕事を優先させている
家庭生活や地域活動と仕事を同じように両立させている
仕事にも携わるが、家庭生活や地域活動を優先させている
仕事よりも、家庭生活や地域活動に専念している
わからない
無回答

(％)

※前回調査時と今回調査の選択肢が一部異なるため【参考】と表記している。 
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⑤虐待経験の有無 

虐待経験の有無について、「そのような経験は全くない」が 67.4％と最も高く、次いで

「大声でどなられる」が 12.9％、「十分な生活費を渡されない」の 4.9％となっていま

す。 

前回調査と比較すると、「そのような経験は全くない」の割合が低下しています。この

一要因としては、以前に比べてテレビ報道や市町村の啓発により虐待に対する意識が強

まり、些細なことでも虐待として認識できるようになったため、虐待経験がある（と回答

した）人が増えたと予想されます。 

 

図表 2-10 虐待経験の有無 

 

 

 

  

20.9 

12.9 

4.6 

2.8 

4.9 

4.1 

3.6 

0.4 

2.4 

1.8 

0.6 

0.3 

1.2 

67.4 

11.7 

14.4 

10.2 

6.1 

3.5 

2.7 

5.6 

1.9 

0.6 

3.3 

5.0 

1.7 

1.0 

0.6 

81.8 

28.0 

21.3 

6.2 

5.4 

4.6 

5.7 

3.2 

0.6 

3.7 

4.0 

1.0 

1.0 

0.7 

60.6 

11.4 

0 20 40 60 80 100

何らかの暴力を受けた

【全体-「そのような経験は全くない」-無回答】

大声でどなられる

「誰のおかげで生活できるんだ」とか「甲斐性

（かいしょう）なし」といわれる

交友関係や電話・SNSを細かく監視される

十分な生活費を渡されない

何でも勝手に決められ、命令される

何を言っても無視され続ける

見たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌を見

せられる

性的行為を強要される

医師の治療が必要とならない程度の暴行を受

ける

医師の治療が必要となる程度の暴行を受ける

命の危険を感じるくらいの暴行を受ける

その他（ ）

そのような経験は全くない

無回答

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

(％)

※前回調査は、今回調査と比較するため再計算を行っている。 
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（３）職員意識調査結果 

①業務における男女共同参画の視点 

事業や業務を行う際、男女共同参画の視点をもって行っているかについて、「なるべく

行っている」が 50.7％と最も高く、次いで「あまり行っていない」の 30.3％、「常に行

っている」の 14.5％となっています。年代別にみると、今後、管理職になる年齢層であ

る 40～49 歳では『行っていない（「あまり行っていない」＋「全く行っていない」）』が

4 割以上となっており、職員研修(管理職教育など)を行う必要があると考えられます。 

 

図表 2-11 業務における男女共同参画の視点 

  

常に行っている

14.5 

8.0 

23.1 

100.0 

13.0 

5.3 

7.0 

13.5 

53.3 

11.1 

14.1 

16.7 

14.8 

21.4 

33.3 

4.1 

18.2 

17.5 

9.1 

6.3 

18.0 

14.3 

なるべく行っている

50.7 

54.0 

46.2 

65.2 

63.2 

45.6 

54.1 

26.7 

66.7 

45.1 

61.1 

51.9 

57.1 

36.1 

52.7 

100.0 

100.0 

50.0 

46.6 

54.5 

68.8 

44.9 

57.1 

あまり行っていない

30.3 

35.6 

23.1 

21.7 

15.8 

43.9 

29.7 

13.3 

11.1 

35.2 

16.7 

31.5 

21.4 

27.8 

35.1 

31.8 

32.0 

27.3 

25.0 

33.7 

21.4 

全く行っていない

4.6 

2.3 

7.7 

15.8 

3.5 

2.7 

6.7 

11.1 

5.6 

5.6 

1.9 

2.8 

8.1 

3.9 

9.1 

3.4 

7.1 

0 20 40 60 80 100

項目

全体(n=152)

女性(n=87)

男性(n=65)

18～19歳(n=1)

20～29歳(n=23)

30～39歳(n=19)

40～49歳(n=57)

50～59歳(n=37)

60歳以上(n=15)

管理職(n=9)

一般事務職(n=71)

専門職（保健、建築など）(n=18)

会計年度任用職員(n=54)

ひとり暮らし(n=14)

夫婦のみ(n=36)

親と未婚の子（二世代世帯）(n=74)

親と子ども夫婦（二世代世帯）(n=1)

親と子と孫（三世代世帯）(n=5)

その他の世帯(n=22)

結婚している(n=103)

結婚していない(n=33)

結婚していたが、離婚死別した(n=16)

共働きである(n=89)

共働きでない(n=14)

全
体

性
別

年
齢

職
位

家
族
構
成

婚
姻

共
働
き

全
体

性
別

年
齢

職
位

家
族
構
成

婚
姻

共
働
き

(％)
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②管理職への希望、管理職を希望しない理由 

管理職（課長相当職以上）への希望について、「なりたいとは思わない」が 44.9％と最

も高く、女性では 6 割に達しています。 

管理職を希望しない理由としては、男性では仕事に対する責任や能力を理由としてい

る一方、女性では「自分の能力に自信がないから」に次いで「仕事と家庭（個人）の生活

の両立を図る自信がないから」となっており、女性を取り巻く就業環境も理由の一つと

して挙げられています。 

 

図表 2-12 管理職への希望 

 

 

図表 2-13 管理職を希望しない理由 

 

  

8.2 

4.3 

11.5 

44.9 

63.0 

28.8 

37.8 

30.4 

44.2 

9.2 

2.2 

15.4 

0 20 40 60 80 100

全体(n=98)

女性(n=46)

男性(n=52)

なりたいと思う なりたいとは思わない どちらともいえない 現在、管理職である

(％)

47.1 

39.2 

29.4 

35.3 

68.6 

7.8 

50.0 

52.8 

36.1 

33.3 

83.3 

5.6 

40.0 

6.7 

13.3 

40.0 

33.3 

13.3 

0 20 40 60 80 100

責任が重くなるから

仕事と家庭（個人）の生活の両立を図る自信

がないから

今のままで特に不満はないから

たいへんそうだから

自分の能力に自信がないから

その他（ ）
全体(n=51)

女性(n=36)

男性(n=15)

(％)



 

16 

③女性の意見や視点をより一層町政に反映させる取組 

女性の意見や視点をより一層町政に反映させるためには、「審議会・委員会等への女性

の登用増」が 52.6％と最も高く、次いで「町民の意見や提案等の募集拡充」の 44.7％、

「積極的な情報公開」の 33.6％となっています。 

性別でみても、上位２項目は変わらず、「政策決定の場への女性の登用促進」や「情報

提供・共有」が必要と考えられます。 

 

図表 2-14 女性の意見や視点をより一層町政に反映させる取組 

 

 

  

52.6 

27.6 

44.7 

29.6 

31.6 

20.4 

33.6 

5.3 

48.3 

26.4 

43.7 

31.0 

28.7 

17.2 

37.9 

5.7 

58.5 

29.2 

46.2 

27.7 

35.4 

24.6 

27.7 

4.6 

0 20 40 60 80 100

審議会・委員会等への女性の登用増

各種懇談会・フォーラム等の充実

町民の意見や提案等の募集拡充

町民活動に対する支援の充実

女性議員の増員

広報活動の強化

積極的な情報公開

その他（ ）

全体(n=152)

女性(n=87)

男性(n=65)

(％)
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（４）企業意識調査結果 

①事業所における女性の管理職 

事業所における女性の管理職割合について、「40～59％」が 40.0％と最も高く、次い

で「0％」の 30.0％、「20～39％」の 20.0％となっています。５年前と比べての女性の

管理職の状況について、「増えた」が 20.0％、「減った」が 0.0％、「変わらない」が 80.0％

となっています。 

 

図表 2-15 事業所における女性の管理職割合 

 

 

図表 2-16 ５年前と比べての女性の管理職の状況 

 

 

  

0％, 30.0%

1～19％, 0.0%
20～39％, 20.0%

40～59％, 40.0%

60％以上, 

10.0%

無回答, 0.0%

全体(n=10) 

増えた, 20.0%

変わらない, 80.0%

全体(n=10) 
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②事業所における制度状況 

事業所における制度状況について、「制度があり利用もある」は、「半日または時間単位

の有給休暇の付与制度」が 90.0％と最も高く、次いで「家族のための休暇（法定以上の

看護・介護休暇や学校行事の休暇など）の付与制度」の 60.0％となっています。 

半日または時間単位の有給休暇付与制度や家族のための休暇付与制度があり利用もあ

る一方で、「配偶者の出産時の休暇」、「子どもの看護休暇制度」、「介護（看護）のための

休業制度」は、制度はあるものの利用がないと回答した割合が高く、職場内での利用の促

進や周囲の理解が必要と考えられます。 

図表 2-17 事業所における制度状況 

 

制度があり利用もある

20.0

10.0

30.0

30.0

30.0

40.0

10.0

20.0

90.0

60.0

30.0

20.0

10.0

20.0

30.0

制度はあるが利用はない

10.0

10.0

50.0

40.0

40.0

30.0

20.0

20.0

10.0

制度はない

70.0

80.0

60.0

40.0

40.0

10.0

80.0

30.0

10.0

40.0

30.0

40.0

60.0

50.0

50.0

無回答

10.0

10.0

10.0

20.0

20.0

10.0

10.0

10.0

10.0

10.0

10.0

0 20 40 60 80 100

項目

① フレックスタイム制度

② テレワーク制度

③ 短時間勤務制度

④ ノー残業デー

⑤ 妊婦の通勤緩和措置（時差出勤等）

⑥ 配偶者の出産時の休暇

⑦事業所内託児・保育施設（外部委託含む）

⑧ 子どもの看護休暇制度

⑨半日または時間単位の有給休暇の付与制度

⑩家族のための休暇（法定以上の看護・介護

休暇や学校行事の休暇など）の付与制度

⑪介護（看護）のための休業制度

⑫育児・介護中の残業免除

⑬育児・介護を理由とした転勤の免除

⑭就業形態の移行制度（正規⇔非正規）

⑮ 子育て等で退職後の再雇用制度

（％）

全体(n=10) 
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③ハラスメントについて 

男女雇用機会均等法が令和２年６月１日に改正されたことについて、「内容について知

っている」が40.0％、「改正されたのは知っているが、内容については知らない」が 50.0％、

「知らない」が 10.0％となっています。 

ハラスメントの防止に向けての取り組み状況について、「すでに実施している」は「就

業規則に倫理規定などを定めている」が 60.0％と最も高く、次いで「相談窓口を設置し

ている」の 40.0％となっています。 

令和２年６月１日の男女雇用機会均等法の改正でハラスメントについて強化されてお

り、事業所に対して就業規則の改定や相談窓口の設置などを促進するよう働きかけを行

うことが必要だと思われます。 

図表 2-18 令和２年６月１日男女雇用機会均等法の改正についての認知度 

 

 

図表 2-19 ハラスメントの防止に向けての取り組み状況 

 

内容について知っ

ている, 40.0%
改正されたのは

知っているが、内容

については知らな

い, 50.0%

知らない, 

10.0%

無回答, 0.0%

全体(n=10) 

すでに実施している

60.0

20.0

30.0

40.0

30.0

実施について検討している

20.0

40.0

30.0

20.0

50.0

実施する予定はない

20.0

40.0

40.0

40.0

20.0

無回答

0 20 40 60 80 100

項目

① 就業規則に倫理規定などを定

めている

② 社内通達やパンフレットを従業

員に配布している

③ ハラスメント防止の研修を行っ

ている

④ 相談窓口を設置している

⑤ 職場の実態把握に努めている

（％）

全体(n=10) 
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３ 現行計画評価 

第２次三股町男女共同参画プランに定める５つの基本目標と各施策について、施策ごとの

達成状況を取りまとめ、次期計画策定の参考とするため、所管課による内部評価（達成度評

価）を行った結果、いずれの基本目標についても、概ね予定通りの成果が得られています。 

基本目標ごとにみると、「基本目標 1 男女共同参画社会に向けた意識づくり」は、パネル展

示や図書館特設コーナー・ミニのぼり設置や広報誌による啓発実施、小・中学校の学習指導

要領に基づき、男女相互についての理解等、発達段階に応じた指導を実施しています。 

「基本目標２男女がともに個性と能力を発揮できる地域づくり」は、女性職員の管理職登

用、各種審議会への女性登用、民生委員・児童委員の女性の占める割合、女性防災士の資格

取得割合などが評価されています。 

「基本目標３男女がともに活躍できる環境づくり」は、新規職員に占める女性割合、女性

認定農業者資格取得、保育所の定員確保・放課後児童クラブ等の定員拡充などが評価されて

います。 

「基本目標４誰もが安心して暮らせるまちづくり」は、子ども医療の助成額拡大やシルバ

ー人材センター及び高齢者クラブへの補助金、女性特有のがん検診実施などが評価されてい

ます。 

「基本目標５人権を尊重し、あらゆる暴力を許さないまちづくり」は、職員対象の「ハラ

スメント研修」実施、外部講師を招聘した DV 講演会実施、関係機関等とネットワーク構築、

学校教育活動全般における自他の人権を尊重する取組実施などが評価されています。 

評価基準 

評価区分 達成度判断基準 

◎ 取り組んだ結果、予定通り以上の成果が得られた 

〇 取り組んだ結果、概ね予定通りの成果が得られた 

△ 予定どおり取り組んだが、期待した成果は得られなかった 

× ほとんど取り組めなかった 

第２次三股町男女共同参画プラン 達成度評価 

評価区分 

基本目標 
◎ 〇 △ × 

評価した 

所管課数 

１ 
男女共同参画社会に向けた 

意識づくり 

０ 

(0.0％) 

６ 

(60.0％) 

０ 

(0.0％) 

４ 

(40.0％) 
１０ 

２ 
男女がともに個性と能力を 

発揮できる地域づくり 

０ 

(0.0％) 

１８ 

(75.0％) 

２ 

(8.3％) 

４ 

(16.7％) 
２４ 

３ 
男女がともに活躍できる 

環境づくり 

１ 

(7.1％) 

６ 

(42.9％) 

５ 

(35.7％) 

２ 

(14.3％) 
１４ 

４ 
誰もが安心して暮らせる 

まちづくり 

１ 

(16.7％) 

２ 

(33.3％) 

１ 

(16.7％) 

２ 

(33.3％) 
６ 

５ 
人権を尊重し、あらゆる暴力を

許さないまちづくり 

０ 

(0.0％) 

１２ 

(100.0％) 

０ 

(100.0％) 

０ 

(0.0％) 
１２ 



 

 

 

 

 

第３章 計画の基本的な考え方 
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１ 基本理念 

本計画は、本町のすべての人がジェンダー平等の視点から、人権を尊重し、社会や地域、

職場などあらゆる分野に対等に参画し、それぞれの個性と能力を十分に発揮でき、責任を担

うことができる男女共同参画社会の実現を目的としたものです。 

「三股町男女共同参画推進条例」に定める基本理念に基づき、町と町民、事業者があらゆ

る分野で男女共同参画の意識や視点をもち、一人ひとりが自身の能力を活用しながら、男女

が対等な社会の構成員として互いに認め合い、支え合う社会を目指します。 

 

【三股町男女共同参画推進条例 基本理念】 

１．すべての人の人権尊重 

２．社会の制度又は慣行についての配慮 

３．政策及び方針決定に参画する機会の確保 

４．多様な活動に参画する機会の配慮 

５．教育及び学習機会の確保 

６．性の相互理解と生涯にわたる健康への配慮 

７．国際理解及び国際協力への配慮 

 

２ 基本目標 

三股町男女共同参画推進条例の基本理念を実現するため、第２次三股町男女共同参画プラ

ンの５つの基本目標を継承して取り組んでいきます。 

 

【第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版) 基本目標】 

Ⅰ 男女共同参画社会に向けた意識づくり（三股町女性活躍推進計画） 

Ⅱ 男女がともに個性と能力を発揮できる地域づくり（三股町女性活躍推進計画） 

Ⅲ 男女がともに活躍できる環境づくり（三股町女性活躍推進計画） 

Ⅳ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 

Ⅴ 人権を尊重し、あらゆる暴力を許さないまちづくり（三股町ＤＶ防止基本計画） 
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３ 施策体系 

第２次三股町男女共同参画プラン(改訂版)は、基本理念をもとに、計画の体系を基本目標

→重点分野→施策の方向として下記のとおり施策の推進に取り組みます。 

 

基本目標 重点分野 施策の方向 ページ 

Ⅰ  男女共同

参画社会に向

けた意識づく

り 

（三股町女性

活躍推進計画） 

１.男女共同参画の理解

の推進 

①男女共同参画の意識啓発 

②男女共同参画の視点に立った社会通念・慣習の
見直し 

③国際理解・協力の推進 

26 

２.男女共同参画を推進

する教育・学習の充

実 

④男女共同参画の視点に立った教育・学習機会の
拡充 

30 

Ⅱ  男女がと

もに個性と能

力を発揮でき

る地域づくり 

（三股町女性

活躍推進計画） 

１.政策・方針決定の場

への女性参画の推進 

⑤政策・方針決定過程への女性参画の拡大 

⑥女性のチャレンジ支援 

⑦女性人材の育成・確保 

36 

２.地域における男女共

同参画の促進 

⑧地域活動における男女共同参画の促進 

⑨防災分野における男女共同参画の促進 
38 

Ⅲ  男女がと

もに活躍でき

る環境づくり 

（三股町女性

活躍推進計画） 

１.就業環境の整備 

⑩就業条件及び環境の整備 

⑪職場における男女間格差の解消 

⑫農畜産業・商工自営業で働く女性の就業環境の
整備 

42 

２ .仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バ

ランス）の促進 

⑬仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の普及・啓発 

⑭事業所・企業等のワーク・ライフ・バランスの
推進 

46 

３.子育て及び介護支援

の充実 

⑮子育て支援の充実 

⑯介護支援の充実 
49 

４.家庭・地域における

男女共同参画の推進 
⑰男性の子育て・介護・地域活動等への参加の促

進 
52 

Ⅳ  誰もが安

心して暮らせ

るまちづくり 

１.すべての人が暮らし

やすい環境の整備 

⑱高齢者・障がい者等の生活や社会参画に対する
支援 

⑲ひとり親家庭等に対する支援 

⑳困難な状況に置かれている家庭への相談・支援 

55 

２.生涯にわたる健康の

支援 

㉑生涯を通じた健康の保持・増進対策の推進 

㉒性と妊娠・出産等に関する健康と権利に対する
支援 

㉓各種健康診断の充実 

57 

Ⅴ  人権を尊

重し、あらゆる

暴力を許さな

いまちづくり 

（三股町ＤＶ

防止基本計画） 

１.配偶者等からの暴力

（ＤＶ）の防止 

㉔配偶者等に対する暴力根絶に向けた啓発活動 

㉕ハラスメントやストーカー対策の推進 
61 

２.ＤＶ被害者への支援 
㉖相談・支援体制の充実 

㉗女性・パートナー、子ども等に対するあらゆる
暴力防止の取組の推進 

66 



 

 

 

 

 

第４章 計画の内容 
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１ 基本目標Ⅰ 男女共同参画社会に向けた意識づくり 

 

 

SDGs 関連分野                                                                

日本国憲法では、個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、持続可能な開発目標(SDGs)では

ジェンダー平等を目指しており、男女共同参画社会の形成にあたっては、根本となる人権を

尊重する人づくりは欠かせません。 

男女共同参画社会を実現するためには、すべての町民が性別に関わりなく、個人を尊重す

る男女平等の意識をもって、あらゆる分野に参画する必要があります。 

令和３年８月に実施した「三股町男女共同参画プラン策定のための町民意識調査」(以下「町

民意識調査」という)では、「男は仕事、女は家庭」という考え方に反対意見が男性 51.1%、

女性 63.9%であり、男性は女性と比べ 12.8 ポイント下回っており、役割分担意識が残って

います。 

長い時間かけて形成されてきた性別に基づく固定的な役割分担意識*1 は、徐々に改善され

てきていますが、その意識が影響した慣習と慣行は依然として残っています。 

このような状況は、それぞれの人の理想とする生き方や社会での活動の可能性を狭めるこ

とになりますので、家庭・学校・職場・地域等とあらゆる場で男女共同参画社会が必要であ

るという認識を高める取り組みを推進します。 

 

図表 4-1 家庭における男女の役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」という考え方）（男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-2 家庭における男女の役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」という考え方）（他調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

  

2.4 

1.5 

3.1 

8.4 

6.4 

11.6 

27.9 

28.9 

26.7 

30.8 

35.0 

24.4 

28.9 

26.0 

33.3 

1.6 

2.2 

0.8 

0 20 40 60 80 100

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 どちらともいえない 無回答

(％)

2.4 

5.2 

1.6 

8.4 

23.8 

8.6 

27.9 

19.8 

28.0 

30.8 

21.5 

34.6 

28.9 

29.0 

25.0 

1.6 

0.6 

2.3 

0 20 40 60 80 100

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 どちらともいえない 無回答

(％)
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（１）重点分野１ 男女共同参画の理解の推進 

【現状と課題】 

家庭・学校・職場・地域等において男女共同参画への意識改革は、徐々に進んできてい

るものの、性別による固定的役割分担意識やこれを背景とする慣習・しきたりなどが残

っており、真の男女平等には達していない状況にあります。 

町民意識調査によると、男女平等意識は、「社会全体」において、男性優遇（「男性の方

が非常に優遇されている」+「どちらかといえば男性の方が優遇されている」）が 61.8%

で宮崎県(62.5%)と比べて 0.7 ポイント下回っています。 

一方、「社会通念・慣習・しきたり」については、男性優遇が 62.9%で県(66.4%)と

比べて 3.5 ポイント下回っています。また、女性は 63.0%、男性は 64.0%が男性優遇

と考えています。 

このようなことから、国の男女共同参画基本計画(第２次)では、「男女共同参画の視点

に立った社会制度・慣行の見直し」を施策の基本的方向の一つとしています。 

このため、固定的な性別役割分担意識*1 の解消、地域における社会通念・慣習の見直

しとともに、男女共同参画の視点に立った国際理解・協力の大切さなど、男女共同参画社

会の意義と責任についての意識の高揚が求められています。 

 

図表 4-3 男女平等意識「社会全体」（男女別） 

 

図表 4-4 男女平等意識「社会全体」（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査  

11.4 

14.7 

6.2 

50.4 

47.1 

55.8 

14.2 

10.8 

20.2 

2.1 

1.7 

2.7 

0.1 

0.2 

15.1 

17.9 

10.5 

6.7 

7.6 

4.7 

0 20 40 60 80 100

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている どちらともいえない

無回答
(％)

11.4 

14.0 

10.6 

50.4 

50.3 

51.9 

14.2 

19.2 

15.2 

2.1 

1.9 

2.8 

0.1 

0.2 

0.4 

15.1 

9.6 

13.2 

6.7 

4.8 

6.0 

0 20 40 60 80 100

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている どちらともいえない

無回答
(％)
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図表 4-5 男女平等意識「社会通念・慣習・しきたりなど」（男女別） 

 

 

図表 4-6 男女平等意識「社会通念・慣習・しきたりなど」（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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15.9 
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0.3 

0.5 
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6.2 
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男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている どちらともいえない

無回答
(％)
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女性の方が非常に優遇されている どちらともいえない

無回答
(％)
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【基本目標Ⅰ重点分野１ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

① 男女共同参画の意識啓発 

男女共同参画社会についての町民の認識と理解を深め

るために町の広報紙等により広報・啓発を推進します。 

総務課 

教育課 

企画商工課 男女共同参画意識の醸成のための講座や研修会等の開

催に努めます。 

【変更】あらゆる媒体を活用し、男女共同参画に関する

さまざまな情報の提供を行います。また、条例、本計画

等の周知に努めます。 

【新規】人権教育・人権啓発活動を通して、性の多様性

及び性的マイノリティ（LGBTQ*2）に関する意識の普及

啓発に努めます。 

② 

男女共同参画の視点に立

った社会通念・慣習の見

直し 

家庭•学校•職場•地域等あらゆる場で、固定的な役割分

担意識、慣行、慣習などを見直していくよう、広報•啓

発活動を推進します。 

総務課 

教育課 

企画商工課 

福祉課 男女共同参画の視点から、社会通念•慣習の見直しが図

られるよう相談体制の充実に努めます。 

③ 国際理解・協力の推進 

国籍や民族の異なる人々が互いの文化的違いを認め合

い、地域社会の構成員として共に生きていくような多文

化共生社会*3づくりに努めます。 

教育課 

企画商工課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 固定的な性別役割分担意識 

「男は仕事、女は家庭」というように、個人の能力等に関係なく、性別を理由として役割を固定的に分けること
をいう。 

*2 LGBTQ 

レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（生ま
れた時の性別と自認する性別が一致しない人）、クエスチョニング（自分自身のセクシュアリティを決められな
い、分からない、または決めない人）など、性的マイノリティの方を表す総称のひとつです。 

*3 多文化共生社会 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認めあい、対等な関係を築こうとしながら、地域社会
の構成員として共に生きていける社会。 
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（２）重点分野２ 男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

【現状と課題】 

人の意識や価値観の形成には、子どもの頃の家族の言動、学校の教育、地域社会におけ

る慣習・しきたりなどが大きな影響を及ぼします。 

町民意識調査では、学校教育における「平等意識」については半数以上(51.6%)が男

女は平等と考えています。このようなことから「男女共同参画社会を形成するために町

が今後力を入れる施策」の優先度の中で、学校教育における男女平等教育の推進(44.4%)

は中位に位置しています。 

今後とも次代を担う子ども達が、個性と能力を発揮できるように、家庭・学校・地域等

において、男女共同参画の観点に立った教育・学習を推進する必要があります。 

また、社会的・文化的につくられた性差(ジェンダー*1)に起因する差別意識や性別役割

分担意識の解消に向けて、学校教育、家庭教育、社会教育などすべての教育の領域におい

て取り組むことが求められています。 

 

図表 4-7 学校教育における男女平等意識（男女別） 

 

 

図表 4-8 学校教育における男女平等意識（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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10.5 
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全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている どちらともいえない

無回答

(％)
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57.6 
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今回(n=675)
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宮崎県(n=1,286)

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている どちらともいえない

無回答

(％)



 

28 

図表 4-9 男女共同参画社会を形成するために町が今後力を入れて欲しい施策（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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28.1 
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67.4 

25.3 

21.9 

50.2 

20.1 

23.9 

1.6 

42.4 

20.3 

23.8 

27.0 

69.4 

21.3 

20.1 

54.9 

18.9 

20.3 
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48.8 

19.0 

35.3 

27.1 

65.1 

31.4 

25.2 

43.4 

22.5 

29.5 

2.3 
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学校教育における男女平等教育の推進

女性の社会的な自立を目指す講座等の推進

男女共同参画社会づくりについての広報・啓

発活動の充実

福祉、健康、労働などの相談業務

働きやすい職場環境の整備

行政の審議会に女性委員を増やすなど、女性

の行政への参画の推進

男女共同参画に関する情報提供や交流、相

談、教育などを行う施設の充実

保育・介護に関する福祉の充実

地域活動やボランティア活動の支援

町の推進体制の充実

その他（ ）

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)
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図表 4-10 男女共同参画社会を形成するために町が今後力を入れて欲しい施策（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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その他（ ）

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)
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【基本目標Ⅰ重点分野２ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

④ 

男女共同参画の視点に立

った教育・学習機会の拡

充 

男女平等に関する教育を積極的に推進します。 教育課 

福祉課 

企画商工課 

学校教育において、男女共同参画社会についての認識を

深めるための取り組みを推進します。 

教職員をはじめ教育•保育関係者が、男女共同参画の意

識を高めるための研修会等を開催し、啓発に努めます。 

家庭における男女共同参画の認識を高めるために家庭

教育学級、ＰＴＡ活動等の場において啓発に努めます。 

町民を対象とした社会教育の場を通じて、固定的な役割

分担意識の解消や男女共同参画推進に関する学習や啓

発を推進します。 

【新規】地域社会における企業の社会的責任、職場での

人権尊重・人権意識の高揚のため、町の現状を踏まえ、

普及啓発に努めます。 

インターネットや携帯電話等の多種多様なメディアか

らの情報を主体的に読み解き、活用し、コミュニケーシ

ョンする能力(メディア•リテラシー*2)の育成に努め、

男女の人権を尊重した表現等を認識できるような教育

を推進します。 

 

【基本目標Ⅰの現状と目標値】 

施策 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和６年度) 

男女共同参画に関する講座の参加者数 0 人 60 人 

広報誌への男女共同関連記事掲載数 1 回 2 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 ジェンダー 

先天的・生体的・生物的性別を示す（セックス）に対し、社会的・文化的に形成された概念。 

*2 メディア・リテラシー 

メディアからの情報を主体的に読み解き、批判し、表現する能力。メディアからの情報をただ受け止めるだけ
ではなく、情報を能動的に解釈したり、批判したりする能力と、自分で考え、自分の意見を表現・発信する能力
をいう。 
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２ 基本目標Ⅱ 男女がともに個性と能力を発揮できる地域づくり 

 

 

SDGs 関連分野                                                                

男女共同参画社会では、性別に関係なく、誰もが地域社会づくりの担い手として、その能

力を十分に発揮し、生き生きと働くことができ、国や地方公共団体の施策や地域における方

針の立案及び決定などあらゆる分野において、平等に参画する機会が確保されることが重要

です。 

こうした中で、地域は家庭とともに最も身近な暮らしの場であり、地域における男女共同

参画の推進は、重要な役割を担っているものの、近年、高齢化の進行、地域のつながりの希

薄化などに伴い、福祉、環境、防災、防犯、まちづくり等、町民に直結する課題が顕在化して

おります。 

町民意識調査によると「地域活動への参加状況」では、参加していない人が 57.3%となっ

ており、県(47.5%)を上回っています。性別では、男性は 55.0%、女性は 59.3％、年齢別

では、20～29 歳は 85.7％、30～39 歳は 63.0％と若い世代の参加率が低くなっています。 

また、自治会加入率も年々低くなっている状況にあります。 

このようなことから、地域の構成員の半分を占めている女性の意見等を地域づくりに十分

反映していく必要があります。 

地域における男女共同参画の推進は、地域づくりの活力にもなりますので、政策方針決定

過程への女性の参加の促進をはじめ、地域活動のあらゆる分野に女性が参画し、男女双方の

意見が対等に反映されるような取り組みを推進します。 

図表 4-11 地域活動への参加状況（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

0.9 

23.0 

8.4 

7.1 

3.3 

0.4 

4.1 

2.7 

57.3 

1.0 

21.8 

10.3 

9.1 

1.5 

0.2 

3.7 

2.2 

59.3 

0.8 

25.2 

5.8 

4.3 

6.2 

0.8 

5.0 

3.5 

55.0 

0 20 40 60 80 100

県・市町村の審議会・委員会委員

町内会・自治会等の活動

ＰＴＡ活動

こども会などの青少年育成活動

青年団体・女性団体・老人団体等の活動

消費者団体・生活協同組合等の活動

ＮＰＯやボランティアなどの住民活動

その他の社会活動（ ）

参加していない

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)
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図表 4-12 地域活動への参加状況（年齢別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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38.2 
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7.8 
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16.2 
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0.0 
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図表 4-13 地域活動への参加状況（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

 

図表 4-14 自治会加入率（単位：％） 

 

 

 

資料：三股町総務課  
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

67.0 66.2 65.3 65.2 64.2 63.8 63.6 63.2 62.2 61.9 
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（１）重点分野１ 施策・方針決定の場への女性参画の推進 

【現状と課題】 

男女共同参画社会を築いていくためには、政策・方針決定の場への女性参画を推進す

ることが大切です。しかし、現実は、議員、審議会委員、自治区会代表などには依然とし

て女性が少ない状況にあります。 

こうした中で、町議会議員は男性 9 人、女性 2 人となっています。審議会等への女性

委員の割合は、平成 28年と比べると 0.6ポイン卜高くなっています。 

町民意識調査では、「政策・方針決定にかかわる役職において、あなたはどのような分

野に女性がもっと増える方がよいと思いますか。」として第１位は「国会議員・都道府県

議会議員・市町村議会議員」(50.4%)、次いで「都道府県知事・市町村長」(45.6%)、

「県・市町村の審議会や委員会の委員」(42.2%)となっています。 

女性の能力や意欲を高めるために、人材育成、チャレンジの支援など女性が参画しや

すい環境を整える取り組みが必要です。 

 

図表 4-15 審議会等委員の女性委員の登用率（単位：％） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

宮崎県 － 22.3 22.7 22.9 24.2 

三股町 18.3 17.2 21.4 20.4 18.9 

資料：内閣府女性参画状況見える化マップ 

      宮崎県男女共同参画マップ（各年度版） 

 

図表 4-16 審議会等における女性登用の状況（単位：人） 

 総数 男性 女性 

町議会議員 11 9 2 

教育委員会 5 3 2 

選挙管理委員会委員 4 3 1 

農業委員 6 6 0 

公平委員 3 2 1 

都市計画審議会 8 7 1 

行政事務連絡員 30 30 0 

社会教育委員 7 4 3 

男女共同参画審議会 11 5 6 

図書館協議会 6 3 3 

文化会館運営委員会 5 1 4 

令和３年４月現在：三股町 
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図表 4-17 女性が増えることを望まれている政策・方針決定にかかわる役職（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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35.0 
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22.1 
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24.5 

19.1 

1.5 

49.2 

55.0 

44.6 

41.5 

37.2 

22.9 

43.0 

42.6 

29.8 

26.4 

20.2 

38.4 

17.4 

1.9 
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都道府県知事・市町村長

国会議員・都道府県議会議員・市町村議会議員

県・市町村の審議会や委員会の委員

国家公務員・地方公務員の管理職

裁判官・検察官・弁護士

大学教授

小学校、中学校、高等学校の教頭・副校長・校長

企業の管理職
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労働組合の幹部

農協・漁協の幹部

町内会長・自治会長
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その他（ ）

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)



 

36 

【基本目標Ⅱ重点分野１ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑤ 
施策・方針決定過程への

女性参画の拡大 

【新規】政策・方針決定過程への女性参画の機会を設け、

あらゆる分野への男女共同参画を促進するため、意識啓

発を促します。 

全課 

審議会等への女性の登用に努めるとともに、女性委員の

いない審議会等の解消を図ります。 

【変更】女性職員の積極的な登用による人材の活用と組

織の活性化を図るため、女性職員のキャリア形成支援に

取り組みます。 

⑥ 女性のチャレンジ支援 

女性が社会で指導的役割を果たす力をつけることがで

きるよう、県等と連携して意欲と能力を高める講座や研

修を開催します。 

総務課 

教育課 

女性が経済、政治、教育など様々な分野における課題を

自分の力で解決していく能力、技術を身につける(エン

パワーメント)ための学習機会の提供に努めます。 

女性がライフスタイルに合わせて、仕事や様々な活動に

従事することができるよう関係機関と連携を図りなが

ら「仕事と生活の調和」の視点に立って環境の整備に努

めます。 

⑦ 女性人材の育成・確保 

幅広い分野からの女性の登用を促進するため、女性の人

材情報の収集に努めます。 

全課 

性別にとらわれることなく意欲と能力の高い女性人材

の育成と発掘に努めます。 
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（２）重点分野２ 地域における男女共同参画の促進 

【現状と課題】 

地域(自治公民館)は少子高齢化の進行、社会情勢の変化などにより地域が抱える課題

はより多様化、複雑化してきています。 

このような状況に対応するためには、性別による固定的な役割分担、慣習やしきたり

などにとらわれず、男女が共に平等なパートナーとして地域づくりに参画することが大

切です。 

また、東日本大震災を契機に防災の観点から、自治会・集落等の地域活動の重要性・役

割が改めて認識されてきています。 

このような状況の中で、町民意識調査では「様々な分野で男女の地位は平等になって

いると思いますか」について、「地域社会（町内会、自治会など）」においては「平等であ

る」が 29.2％、男性優遇が 44.2%となっており、県と比較して 4.7 ポイント高くなっ

ています。 

このように、地域においては依然として男性優位、男性中心の状況が推察されます。 

地域が抱える課題を克服し、社会情勢の変化に対応するためには、行政による取り組

みだけでは難しい状況にあります。今後は、町民一人ひとりが自分の問題として考える

意識を持ち、そして男女共同参画の視点が重要であり、男女が対等な立場から役割と責

任を分担する地域づくりの促進が求められます。 

 

図表 4-18 地域社会（町内会、自治会など）における男女平等意識（男女別） 

 

図表 4-19 地域社会（町内会、自治会など）における男女平等意識（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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【基本目標Ⅱ重点分野２ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑧ 
地域活動における男女共

同参画の推進 

地域における男女共同参画の認識を深めるための啓発

や情報提供を推進します。 

全課 

男女が相互に協力して地域活動(自治会活動、ボランテ

ィア活動、子ども会活動、スポーツ•文化活動、高齢者

クラブ活動等)への参画を促進するための広報•啓発を

促進します。 

地域づくり団体等への情報提供、リーダーの育成、団体

間の連携•交流促進など、地域活動の支援に努めます。 

男女共同参画の視点から、地域のしきたりや慣習が必要

に応じて見直されるように広報•啓発、研修等に取り組

みます。 

教育分野においても、性別による固定的な役割などを反

映したしきたり•慣習等を見直すための教材の提供、資

料の作成等に努めます。 

⑨ 
防災分野における男女共

同参画の促進 

地域住民の生命•財産を自然災害等から守るため、男女

が共同して取り組むための意識啓発や情報提供を推進

します。 

総務課 

教育課 

町民保健課 

福祉課 

高齢者支援

課 

地域防災の中核である消防団の活動を活性化するため、

防災啓発に取り組む女性消防団員の育成に努めます。 

教育分野においても、子どもの頃から地域における避難

訓練や防災活動の重要性を認識するための教育に努め

ます。 

災害において、安否確認の人材ネットワーク形成、高齢

者•障がい者•妊産婦などの要援護者の支援体制の整備、

避難先の確保、生活用品の備蓄などに男女が共同で取り

組む仕組みづくりを支援します。 

 

【基本目標Ⅱの現状と目標値】 

施策 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和６年度) 

審議会等に占める女性委員の割合 17.8% 40%以上 

町職員の課長相当職に占める女性の割合 7.1% 14%以上 

女性防災士数 38 人 60 人 
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３ 基本目標Ⅲ 男女がともに活躍できる環境づくり 

 

 

SDGs 関連分野                                                                

人口減少、少子高齢化等が進行する中で町、地域、家庭等がそれぞれの場において、将来

にわたり活力、元気、成長を維持・増進させるためには、多様な人材の能力の活用、多様な視

点の導入、新たな発想が求められています。 

特に、職場は生活の経済的基盤を形成するものであり、女性に限らず誰もが多様で柔軟な

働き方が実現できることや、性別による差別的な扱いを受けないことなど、個性と能力を発

揮できる機会の確保が必要です。 

女性が男性とともに仕事をするためには、家事・育児・介護など、家庭生活の責任を男女

が共に担う必要があります。このようなことから「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バラ

ンス)」*1や「男女間格差の積極的改善措置(ポジティブアクション)」*2という考え方に立っ

た取り組みが求められています。 

仕事と生活の調和について、町民意識調査では、「家庭生活や地域活動と仕事を同じように

両立させている」は 16.0%です。男女別でみると両立派は男性が 16.7%であるのに対して、

女性は 15.7%で、男性を 1.0 ポイント下回っています。一方、「仕事を優先（「家庭生活や地

域活動よりも、仕事に専念している」+「家庭生活や地域活動にも携わるが、あくまで仕事を

優先させている」）」の男性は 60.0%、女性は 40.7%となっています。 

今後は、男女がともに仕事や家庭生活における責任を果たすとともに、一人ひとりがやり

がいや達成感を感じながら、子育て期・中高年期などのライフステージ*3 に応じて多様な生

き方が選択・実現できる社会を目指し、家庭・地域・事業者及び行政などが協働して環境の

整備に取り組みます。 

 

図表 4-20 仕事と家庭生活・地域活動のバランス（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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無回答
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（１）重点分野１ 就業環境の整備 

【現状と課題】 

就業は、町民の生活の経済的基盤を形成するものであるとともに、働く人が生きがい

を感じ、達成感を得られるなど自己の実現につながります。このため、就業は男女共同参

画社会の実現には重要な分野です。 

国においては、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の改正、子ども・子育て支援法

*4 など女性の働く環境を整備してきています。しかし、女性に対する募集・採用、教育

訓練、定年・退職・解雇など働く場における男女の均等は必ずしも確保されているとは言

い難く、就業分野における男女平等は十分進んでいる状況ではありません。 

町民意識調査によると、「職場における性別による格差」について、賃金の面では

40.9%、昇進・昇格の面では 43.2%が男性優遇と考えています。 

また、「女性が結婚・出産後も職業を持ち、働き続けるにはどのようなことが必要か」

について女性は、第１位「育児休業や短時間制度などの仕事と家庭の両立ができる制度

を充実する」(69.9%)、第２位「結婚・出産・介護などの都合でいったん退職した女性の

ための再雇用制度を普及、促進する」(63.0%)が必要と考えています。 

就業する産業の分野(農畜産業、商工業、サービス業など)や就業形態(自営、サラリー

マン等)が異なっても、女性が能力に応じた適正な処遇・労働条件の確保や女性の意思決

定の場への参画の促進など、男女平等等の観点からの就業環境の整備が求められていま

す。 

図表 4-21 職場における性別により格差 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査  
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図表 4-22 女性が結婚・出産後も働き続けるために必要な対策（男女別） 

 

 

図表 4-23 女性が結婚・出産後も働き続けるために必要な対策（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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【基本目標Ⅲ重点分野１ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑩ 就業条件及び環境の整備 

男女雇用機会均等法の周知•徹底に努めます。 総務課 

農業振興課 

企画商工課 

女性の就業を支援するため関係機関と連携して、各種の

情報の提供、相談、融資制度の紹介等に努めます。 

⑪ 
職場における男女間格差

の解消 

町は「三股町職員ハラスメント防止規程」に基づき、職

員に対する研修を今後も進めます。 

総務課 

農業振興課 

企画商工課 事業所におけるハラスメント防止の啓発を促進します。 

職場における、セクシュアル・ハラスメント*5、マタニ

ティハラスメント*6 などを防止するための啓発活動を

促進します。 

男女平等の雇用条件(非正規雇用•パートを含めて)•賃

金体系の確立等を促進します。 

女性の職業能力の開発、職域拡大、意思決定の場への参

画等を促進するために、事業所•関係機関と連携して取

り組みます。 

事業所における男女間格差の積極的改善措置(ポジティ

ブ•アクション)の導入を促進するための啓発に努めま

す。 

【新規】事業所に対し、女性活躍推進法に基づく一般事

業主行動計画を策定し、女性が管理職を希望しやすい職

場環境の整備に対する支援を行います。 

⑫ 

農畜産業・商工自営業で

働く女性の就業環境の整

備 

農畜産業•商工自営業の従事者に男女共同参画のための

啓発活動(講座•研修会等)を促進します。 

農業振興課 

企画商工課 

農業•商工関係団体への女性の参画を促進します。 

家族経営に従事する女性の正当な評価、就労状況の改善

を推進するために、家族経営協定*7の締結や認定農業者

*8の育成を促進します。 

女性の起業支援に努めます。 

 

図表 4-24 家庭経営協定締結件数（農畜産業）（単位：件） 

 平成 27年度

までの累計 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

件数 40 0 0 0 0 5 

 

図表 4-25 女性認定農業者数の推移（単位：人） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

 認定農業者数 108 112 113 115 115 

うち女性認定農業者数 6 3 3 4 6 
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*1 仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス) 

働き方の見直しなどにより、個人の価値観に基づく多様な選択（仕事、家庭生活、地域活動、個人活動などさ
まざまな活動を自らの希望するバランスで行うことができる）が可能な社会をつくり、意欲をもって働きながら豊
かさを実感して暮らせるようになること。 

*2 男女間格差の積極的改善措置(ポジティブアクション) 

固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯から 
・営業職に女性がほとんど配置されていない 
・課長以上の管理職は男性が大半を占めている 
などの差が男女労働者の間に生じている場合、このような格差を解消しようと個々の企業が行う自主的な取
組をいいます。 

*3 ライフステージ 

人間の一生における幼少期・児童期・青年期・壮年期・老年期などのそれぞれの段階。 

*4 子ども・子育て支援法 

保護者が子育ての第一義的責任を有するという基本認識のもとに、幼児期の学校教育・保育、地域の子ど
も・子育てを支援するための法律。2012(平成 24)年 8 月に公布され、2017（平成 29）年 4 月に施行された。な
お、これとあわせて成立した、認定こども園法の一部改正法と、これら 2 法の施行に伴う関係法律の整備等に
関する法律は、子ども・子育て関連 3法とよばれる 

*5 セクシュアルハラスメント（セクハラ） 

職場または教育現場において、優越的地位や継続的関係を利用して行われる相手方の意に反する性的な
言動によって、相手方に不利益を与えたり、不快感を与えたりして、環境が害されること。 

*6 マタニティハラスメント（マタハラ） 

妊娠や出産したことによって業務上支障をきたすという理由での嫌がらせ行為を指す言葉。妊婦に直接いや
がらせを言ったり、妊娠を理由に自主退職を強要したり、育児休暇を認めない、妊娠しないことを雇用の条件に
するなどの行為も含まれる。 

*7 家族経営協定 

家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農業経営を目
指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境等について、家族間の十分な話し合いに基づ
き、取り決めるもの。 

*8 認定農業者 

農業経営基盤強化促進法の規定に基づく農業経営改善計画を市町村から認定を受けた農業者•農業法人な
ど。対象は性別を問わず、共同経営を行う夫婦や兼業農家・新規就農を目指す非農家なども含めている。 
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（２）重点分野２ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の促進 

【現状と課題】 

長時間労働の削減や労働生産性の向上などの働き方改革を進めることや、男性の育児

休業の取得促進、多様な人々が活躍できるようなライフスタイルに対応した多様で柔軟

な働き方の導入の重要性等について、関係機関と連携して周知します。 

子育てに関する不安や負担感を解消し、男女がともに子育てと仕事や地域活動などを

調和させることができるよう、ライフスタイルに対応した多様な保育サービスの提供な

どのきめ細かな子育て支援策を推進します。 

町民意識調査では、女性が結婚・出産後も仕事を持ち、働き続けるためには、「育児休

業や短時間制度などの仕事と家庭の両立ができる制度を充実する」(67.7%)、次いで「結

婚・出産・介護などの都合でいったん退職した女性のための再雇用制度を普及、促進す

る」(61.9%)、「残業や休日出勤ができないことで不利益な扱いをしない」（58.5％）を

望む人が多くなっています。 

また、男性の育児休業取得率が低い理由として、「職場に取りやすい雰囲気や育児休業

取得に関する就業規則がないから」(61.2%)、「取ると周囲の人の迷惑がかかるから」

(55.7%)をあげています。 

男女がともに社会のあらゆる活動に参画していくためには、仕事と生活の調和(ワー

ク・ライフ・バランス)の推進が重要となり、一人ひとりの意識改革に向けての地域、事

業所等の理解と協力を求めていきます。 

 

図表 4-26 女性が結婚・出産後も仕事を持ち、働き続けるために必要なこと（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査  
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37.0 

61.9 

2.2 

37.0 

27.7 

62.7 

69.9 

40.2 

63.0 

2.0 

40.7 

30.6 

53.5 

64.7 

33.3 

61.2 

2.7 

0 20 40 60 80 100

賃金の男女格差を改める

昇進・昇格の男女格差を改める

残業や休日出勤ができないことで不利益な扱

いをしない

育児休業や短時間制度などの仕事と家庭の

両立ができる制度を充実する

男性の家事・育児・介護等への参加を促すた

めの啓発をする

結婚・出産・介護などの都合でいったん退職し

た女性のための再雇用制度を普及、促進する

その他（ ）

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)
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図表 4-27 女性が結婚・出産後も仕事を持ち、働き続けるために必要なこと（他調査との比較） 

 

 

図表 4-28 男性の育児休業取得率が低い理由（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

  

38.1 

28.6 

58.5 

67.7 

37.0 

61.9 

2.2 

16.3 

5.8 

43.6 

37.6 

17.7 

39.5 

0.6 

25.8 

14.4 

50.6 

62.5 

21.5 

58.4 

1.5 

0 20 40 60 80 100

賃金の男女格差を改める

昇進・昇格の男女格差を改める

残業や休日出勤ができないことで不利益な扱

いをしない

育児休業や短時間制度などの仕事と家庭の

両立ができる制度を充実する

男性の家事・育児・介護等への参加を促すた

めの啓発をする

結婚・出産・介護などの都合でいったん退職し

た女性のための再雇用制度を普及、促進する

その他（ ）

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

(％)

50.2 

61.2 

32.4 

55.7 

29.2 

48.0 

6.5 

7.7 

2.1 

52.5 

64.5 

31.1 

55.4 

30.9 

51.7 

7.1 

8.1 

2.0 

48.4 

56.6 

35.7 

58.1 

26.7 

43.0 

5.8 

7.0 

2.3 

0 20 40 60 80 100

周囲に前例となる男性がいないから

職場に取りやすい雰囲気や育児休業取得に

関する就業規則がないから

仕事が忙しいから

取ると仕事で周囲の人に迷惑がかかるから

人事評価や昇給に影響があるから

休業補償が十分でなく、経済的に困るから

育児・介護は女性の方が適しており、男性が

取る必要はないから

そもそも男性が育児休業を取得することにつ

いて考えたことがない

その他（ ）

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)
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図表 4-29 男性の育児休業取得率が低い理由（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

 

【基本目標Ⅲ重点分野２ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑬ 

仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）の

普及・啓発 

女性が仕事と家庭の両立を可能とするために、家族や夫

の理解•協力の気運が高まるよう、啓発活動を推進しま

す。 

総務課 

企画商工課 

⑭ 
事業所・企業等のワーク・

ライフ・バランスの推進 

【新規】働き方改革関連法に基づき、職員の残業時間の

上限規制、有給休暇取得促進、育児休業取得等を推進し

ます。 

総務課 

農業振興課 

企画商工課 

事業所•企業等に対して、ワーク•ライフ•バランスの定

着に向けての啓発を推進します。 

企業•事業者等に対して育児休業•介護休業制度の一層

の整備充実の要請に努めます。 

男性の育児休業制度・短時間労働勤務制度の利用の促進

啓発に取り組みます。 

 

  

50.2 

61.2 

32.4 

55.7 

29.2 

48.0 

6.5 

7.7 

2.1 

18.0 

51.1 

12.9 

36.1 

9.8 

31.9 

5.6 

1.9 

46.3 

63.8 

32.4 

58.9 

25.9 

45.3 

7.2 

3.0 

0 20 40 60 80 100

周囲に前例となる男性がいないから

職場に取りやすい雰囲気や育児休業取得に

関する就業規則がないから

仕事が忙しいから

取ると仕事で周囲の人に迷惑がかかるから

人事評価や昇給に影響があるから

休業補償が十分でなく、経済的に困るから

育児・介護は女性の方が適しており、男性が

取る必要はないから

そもそも男性が育児休業を取得することにつ

いて考えたことがない

その他（ ）

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

(％)
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（３）重点分野３ 子育て及び介護支援の充実 

【現状と課題】 

女性の就業について、町民意識調査では、「ずっと仕事を続けるほうがよい」と考えて

いる人が 49.9%で、宮崎県(53.0%)を 3.1ポイント下回っています。 

前回の調査と比較して、「ずっと仕事を持っている方がよい」は 14.8 ポイント上がっ

ており、女性の就業意識が大きく変化し、働き続けることを望む声が大きくなっていま

す。 

一方、「家庭における役割分担」では、「育児・子どものしつけ」について「主に妻（「主

に妻が行っている」+「主に妻が行い、夫が一部を分担している」）」は 59.8%であり、

「親の世話・介護」についても「主に妻」（48.9％）と妻への負担が大きくなっています。 

このような中で、これまで、子育てや介護は女性が担うものと考えられがちでしたが、

核家族・高齢化社会の進行に対応するためには、男女がともに協力して負担を分かち合

っていくことが必要です。 

一方、行政においても、仕事と生活の調和を推進する観点から、家庭における子育てや

介護の負担感を軽減するために、多様なニーズに対応した相談体制やサービスの充実等

により一層取り組むことが求められています。 

 

図表 4-30 女性の就業（男女別） 

 

 

図表 4-31 女性の就業（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査  

49.9 

52.7 

46.5 

2.8 

2.2 

3.9 

5.6 

4.2 

8.1 

29.0 

27.0 

32.6 

4.9 

5.9 

3.1 

7.7 

8.1 

5.8 

0 20 40 60 80 100

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

ずっと仕事を持っている方がよい
結婚するまでは、仕事を持つ方がよい
子どもができるまでは、仕事を持つ方がよい
子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事を持つ方がよい
女性は仕事を持たない方がよい
その他（ ）
無回答

(％)

49.9 

35.1 

53.0 

2.8 

2.7 

2.3 

5.6 

7.3 

3.5 

29.0 

35.3 

30.7 

0.4 

0.4 

4.9 

5.6 

3.9 

7.7 

13.6 

6.2 

0 20 40 60 80 100

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

ずっと仕事を持っている方がよい
結婚するまでは、仕事を持つ方がよい
子どもができるまでは、仕事を持つ方がよい
子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事を持つ方がよい
女性は仕事を持たない方がよい
その他（ ）
無回答

(％)
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図表 4-32 家庭における妻と夫の役割分担現状「育児・子どものしつけ」（男女別） 

 

 

図表 4-33 家庭における妻と夫の役割分担現状「育児・子どものしつけ」（他調査との比較） 

 

 

図表 4-34 家庭における妻と夫の役割分担現状「親の世話・介護」（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

 

  

24.2 

29.2 

17.3 

35.6 

35.4 

36.4 

27.3 

24.5 

31.8 

1.6 

1.2 

2.3 

1.2 

1.6 

0.6 

0.2 

0.6 

9.9 

8.2 

11.0 

0 20 40 60 80 100

全体(n=433)

女性(n=257)

男性(n=173)

主に妻が行っている 主に妻が行い、夫が一部を分担している

同程度分担している 主に夫が行い、妻が一部を分担している

主に夫が行っている 主に夫と妻以外の人が行っている

無回答

(％)

26.9 

25.9 

29.4 

39.5 

37.2 

38.4 

30.3 

22.8 

28.7 

1.8 

1.4 

2.7 

1.3 

0.3 

0.6 

0.3 

12.4 

0.1 

0 20 40 60 80 100

今回(n=390)

前回(n=347)

宮崎県(n=700)

主に妻が行っている 主に妻が行い、夫が一部を分担している

同程度分担している 主に夫が行い、妻が一部を分担している

主に夫が行っている 主に夫と妻以外の人が行っている

その他

(％)

23.2 

29.3 

14.7 

25.7 

28.4 

22.4 

33.9 

28.8 

42.0 

11.6 

9.1 

13.3 

0 20 40 60 80 100

全体(n=354)

女性(n=208)

男性(n=143)

主に妻が行っている 主に妻が行い、夫が一部を分担している

同程度分担している 主に夫が行い、妻が一部を分担している

主に夫が行っている 主に夫と妻以外の人が行っている

無回答

(％)
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図表 4-35 家庭における妻と夫の役割分担現状「親の世話・介護」（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

 

【基本目標Ⅲ重点分野３ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑮ 子育て支援の充実 

延長保育、病児•病後児保育事業など、保育ニーズに対応

した制度の充実に努めます。 

町民保健課 

福祉課 

教育課 【新規】「こども医療費助成」、「不妊治療費（保険診療適

用外）の助成」等、子育てや出産に関する各種助成制度の

周知を図り、経済的支援を行います。 

育児休業制度•短時間勤務制度の利用を促進する広報•啓

発活動を推進します。 

育児への不安を解消するため、関係機関と連携を図りな

がら、相談業務の充実や情報提供に努めます。 

放課後児童クラブの充実など、安心して子育てができる

ような環境の整備に努めます。 

子どもへの虐待防止のため保健•福祉•教育等の関係機関

が情報を共有しながら防止に努めます。 

⑯ 介護支援の充実 

安心して介護サービスを利用できるよう、施設の整備、

サービス内容の充実に努めます。 

高齢者支援課 

介護サービス、施設の情報など、介護保険制度の利用に

関する情報の提供に努めます。 

地域包括支援センターを中心に各種の相談に対応できる

体制の充実に努めます。 

介護休業制度の利用を促進する広報・啓発活動を推進し

ます。 

 

 

 

  

26.2 

22.4 

25.5 

29.1 

22.7 

27.7 

38.3 

25.7 

37.4 

24.5 

0 20 40 60 80 100

今回(n=313)

前回(n=343)

宮崎県(n=596)

主に妻が行っている 主に妻が行い、夫が一部を分担している

同程度分担している 主に夫が行い、妻が一部を分担している

主に夫が行っている 主に夫と妻以外の人が行っている

その他

(％)
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（４）重点分野４ 家庭・地域における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

地域で活躍が期待できる新たな人材を対象に、リーダーに求められる資質向上の機会

を提供するとともに、新たな女性リーダーの活動を後押しできるような環境づくりを進

めるなど、地域活動の方針決定過程への女性の参画を促進します。 

男女共同参画社会の実現のためには、家族が相互に協力し、家庭・地域の一員として、

家庭・地域活動とのバランスがとれた生活が基本となります。特に子育て・家事・介護・

地域活動等の分野において女性の負担を軽減する観点から男性の参加を促すことが大切

です。 

男性が家事・子育てに積極的に参加していくために必要なこととして、町民意識調査

では「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」が 69.5％となっていま

す。職員意識調査では女性が管理職を希望しない理由として「自分の能力に自信がない

から」「仕事と家庭（個人）の生活の両立を図る自信がないから」が高くなっており、女

性の意識改革と男性の家事への参加が大切です。 

 

図表 4-36 男性が家事、子育てに積極的に参加していくためには必要なこと（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

57.5 

30.1 

69.5 

41.0 

26.8 

20.9 

2.8 

5.3 

62.3 

31.9 

71.6 

43.1 

24.8 

22.1 

3.7 

4.2 

50.8 

27.1 

67.1 

38.0 

30.6 

18.6 

1.6 

7.4 

0 20 40 60 80 100

男性が家事・育児などに参加することに対する男性自身

の抵抗感をなくすこと

男性が家事・育児などに参加することに対する女性の抵

抗感をなくすこと

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのＩＣＴを利用

した多様な働き方が普及することで、仕事以外の時間を

より多く持てるようにすること

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提供、相談

窓口の設置、技能の研修を行うこと

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネットワーク）

作りをすすめること

その他（ ）

特に必要なことはない

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)
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図表 4-37 男性が家事、子育てに積極的に参加していくためには必要なこと（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 

 

  

57.5 

30.1 

69.5 

41.0 

26.8 

20.9 

2.8 

5.3 

56.5 

26.0 

64.7 

38.6 

23.6 

21.0 

3.2 

4.2 

0 20 40 60 80 100

男性が家事・育児などに参加することに対する男性自身

の抵抗感をなくすこと

男性が家事・育児などに参加することに対する女性の抵

抗感をなくすこと

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのＩＣＴを利用

した多様な働き方が普及することで、仕事以外の時間を

より多く持てるようにすること

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提供、相談

窓口の設置、技能の研修を行うこと

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネットワーク）

作りをすすめること

その他（ ）

特に必要なことはない
今回(n=675)

宮崎県(n=1,286)

(％)
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図表 4-38 管理職を希望しない理由（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための職員意識調査 

 

【基本目標Ⅲ重点分野４ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑰ 
男性も子育て・介護・地

域活動等への参加の促進 

家庭における男性の家事•育児•介護への参画を促進す

るため、講座•研修会の実施など意識の啓発に努めます。 

総務課 

教育課 

高齢者支援

課 

自治会・ＰＴＡ・子ども会等の活動に男性の参加を促進

します。 

 

【基本目標Ⅲの現状と目標値】 

施策 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和６年度) 

家族経営協定数 5 人 6 人 

町職員の育児休業取得率（うち男性職員の取得率） 0% 20% 

47.1 

39.2 

29.4 

35.3 

68.6 

7.8 

50.0 

52.8 

36.1 

33.3 

83.3 

5.6 

40.0 

6.7 

13.3 

40.0 

33.3 

13.3 

0 20 40 60 80 100

責任が重くなるから

仕事と家庭（個人）の生活の両立を図る自信

がないから

今のままで特に不満はないから

たいへんそうだから

自分の能力に自信がないから

その他（ ）
全体(n=51)

女性(n=36)

男性(n=15)

(％)
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４ 基本目標Ⅳ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 

 

 

SDGs 関連分野                                                                

誰もが安心して暮らしていくうえで、最も基本的なことは、生涯にわたり健康で充実した

生活を送ることです。 

家庭や地域社会を取り巻く環境は、少子高齢化や家族形態の核家族化、地域社会における

人間関係の希薄化などにより大きく変化しています。 

こうした様々な問題に対し、町民のライフステージにあわせて、切れ目のない健康づくり

を推進するとともに、誰もが自立し、社会を構成として、安心して暮らすことのできる社会

を構築することが需要です。 

高齢化社会においては、誰もができるだけ長く健康な生活を送るために、健康寿命*1を伸

ばす取り組みが必要です。 

また、次世代を担う新しい命を守り、育んでいくために女性の健康の維持・増進が重要で

あり、男性にも女性にも身体的変化の過程や母体保護と健康に関する正しい知識をもつこと

が求められています。 

このようなことから、男女が生涯にわたり精神・身体両面の尊厳を尊重して、健康で安心

して暮らせる環境づくりに向けて町民・地域・職場・行政等が一体となった取り組みを目指

します。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 健康寿命 

平均寿命のうち、健康で活動的に暮らせる期間。WHO(世界保健機関)が提唱した指標で、平均寿命から、衰
弱・病気・痴呆などによる介護期間を差し引いたもの。 
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（１）重点分野１ すべての人が暮らしやすい環境の整備 

【現状と課題】 

高齢化の進行は今後も続くことが予測されますが、高齢者が生きがいをもって生活を

送れるような家庭・地域・社会づくりが必要です。また、高齢者を単に支えられる側に位

置づけるのではなく、社会を支える重要な一員としてとらえ、社会参画を促進する視点

も必要です。 

女性が貧困に陥りやすい背景として、非正規雇用割合が高く、給与が年齢とともに上

がりにくいという現状があります。生活上のさまざまな困難の解決を図るため、誰もが

安心して暮らせるよう相談しやすい環境の整備を図ります。 

高齢者、障がい者、ひとり親、性的マイノリティなどの人たちも安心して暮らせる社会

を構築するため、自立に向けた力を高めるとともに、生活支援、子育て支援、安心できる

生活環境の確保等、それぞれの家庭の状況に対応した総合的な支援を行います。 

図表 4-39 シルバー人材センターの登録者数（三股町）（単位：人） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

 登録者数 170 163 170 172 183 

うち女性の登録者数 65 61 62 61 65 

 

図表 4-40 老人クラブ加入者数（三股町）（単位：人） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

 登録者数 1,259 1,237 1,151 1,103 1,105 

うち女性の登録者数 754 751 669 636 572 

 

図表 4-41 介護予防教室参加人数（三股町）（単位：人） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

介護予防教室参加人数 

（町主催の教室参加延人数） 
3,808 3,595 3,727 3,262 1,563 

 

図表 4-42 障がい者手帳所持者の数（三股町）（単位：人） 

 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

身体障がい者手帳 1,268 1,202 1,186 1,214 

療育手帳 223 234 230 269 

精神障がい者福祉手帳 135 161 179 193 

合計 1,626 1,597 1,595 1,676 

 

図表 4-43 母子世帯・父子世帯数（三股町）（単位：世帯） 

 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

母子世帯 402 383 358 355 

父子世帯 27 27 26 29 

※母子父子医療更新世帯数 
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【基本目標Ⅳ重点分野１ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

⑱ 

高齢者・障がい者等の生

活や社会参画に対する支

援 

高齢者等の生きがい活動や就業の支援など、社会参画の

促進に努めます。 

福祉課 

高齢者支援

課 障がい者の雇用について、就労支援関係機関の連携によ

り就業の促進に努めます。 

障がい者のニーズに応える福祉サービスの提供を促進

します。 

公共施設等のバリアフリー化に努め人々の社会参加の

機会を広めます。 

⑲ 
ひとり親家庭等に対する

支援 

ひとり親家庭*1 等の経済的自立や負担の軽減を図るた

め医療費助成など、経済的支援を推進します。 

福祉課 

ひとり親家庭等が安心して仕事と子育ての両立ができ

るよう、子育ての支援に努めます。 

⑳ 
困難な状況に置かれてい

る家庭等への相談・支援 

【新規】庁内各課・民間団体と連携し、子育て・障がい・

介護・困窮などの相談・支援体制の充実を図ります。(子

ども食堂・生理の貧困等) 

総務課 

教育課 

福祉課 

高齢者支援

課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 ひとり親家庭 

父親または母親の片方いずれかと、その子(児童)とからなる家庭をいう。 
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（２）重点分野２ 生涯にわたる健康の支援 

【現状と課題】 

男女が共に生涯にわたり心身ともに健康であることや互いの身体的性差を理解しあっ

ていくことは、男女共同参画社会を形成していく上での基本的な条件です。 

特に女性は、思春期、妊娠・出産期、更年期など身体的な変化が大きいことから、男性

とは異なる課題に直面することへの配慮が求められています。 

このため、性差に応じた健康相談、健康診断、健康教育などに取り組むことが必要で

す。また、予防の視点から、本町の健診受診率を見ると生活習慣病*1 の目安となる特定

健診の受診率は 40%前後で推移し、女性特有の子宮がん・乳がんも低調であるなど課題

があります。(表 4-6 参照) 

また、リプロダクティブへルス/ライツ(性と生殖に関する健康と権利)*2の概念、考え

方に立って、出産については女性自身の選択の自己決定を尊重する意識の醸成が必要で

す。 

このようなことから、男女が互いを尊重し、生涯にわたり健やかに暮らすことができ

るよう、健康づくりを総合的に推進していくことが求められています。 

 

図表 4-44 健診実施状況（三股町） 

 平成 30年度 平成 31年度 令和２年度 

 対
象
者
（
人
） 

受
診
者
（
人
） 

受
診
率
（
％
） 

対
象
者
（
人
） 

受
診
者
（
人
） 

受
診
率
（
％
） 

対
象
者
（
人
） 

受
診
者
（
人
） 

受
診
率
（
％
） 

子宮がん 8,019 441 10.1 7,929 525 12.2 8,863 591 12.7 

乳がん 5,291 257 9.3 5,237 295 10.4 6,201 269 9.6 

特定健診 3,856 1,688 43.8 3,769 1,611 42.7 3,777 1,551 41.1 

資料：令和２年度地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

*1 生活習慣病 

「食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する症候群」と定義されてい
る。 

*2 リプロダクティブへルス/ライツ(性と生殖に関する健康と権利) 

1994 年にカイロで開催された国際人ロ・開発会議において提唱された概念で、重要な人権の 1 つとして認識
されている。リプロダクティブへルス/ライツの中心的課題には、いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自
由、安全で満足のいく性関係、安全な妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つこと等が含まれている。また、こ
れらに関して、思春期や更年期における健康上の問題等生涯を通じて性と生殖に関する課題が幅広く議論さ
れている。 
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【基本目標Ⅳ重点分野２ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

㉑ 
生涯を通じた健康の保

持・増進対策の推進 

ライフステージに応じた健康管理ができるよう健康教

育に取り組みます。 

町民保健課 

教育課 

女性特有の健康問題及びこころの健康問題に対処する

ため、相談体制の充実に努めます。 

心身ともに健康な体づくりに向けてスポーツ活動への

参加を促進します。 

健康をおびやかす様々な問題についての情報共有•提供

及び防止のための啓発を推進します。 

㉒ 

性と妊娠・出産等に関す

る健康と権利に対する支

援 

性と生殖に関する健康と権利(リプロダクティブへルツ

/ライツ)に関する情報の提供及び正しい知識の普及に

努めます。 

町民保健課 

教育課 

母性保護に関する情報提供、学習機会の拡充及び啓発活

動に努めます。 

児童•生徒に発達の段階に応じ学校と連携して性教育を

行います。 

㉓ 各種健康診断の充実 
女性特有の疾病予防と早期発見のため、がん検診率向上

対策に取り組みます。 

町民保健課 

 

【基本目標Ⅳの現状と目標値】 

施策 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和６年度) 

乳がん検診受診率 12.7% 50% 

子宮がん検診受診率 9.6% 50% 
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５ 基本目標Ⅴ 人権を尊重し、あらゆる暴力を許さないまちづくり 

 

 

SDGs 関連分野                                                                

すべての暴力は被害者の人権を著しく侵害するものであり、性別や加害者、被害者の間柄

を問わず、決して許されるものではありません。特に女性は配偶者や恋人からの暴力(ＤＶ*1

及びデートＤＶ*2)の被害者になることが多く、被害が潜在化、深刻化しやすい傾向にありま

す。 

女性の暴力に対する背景には、固定的な性別役割分担意識、経済力の格差、職場等におけ

る上下関係など、社会構造的な問題があると指摘されています。 

女性に対する暴力は、男女の人権の尊重に反する行為であり、男女共同参画社会を形成す

るために克服しなければならない重要な課題です。 

このようなことから、配偶者等からの暴力、性犯罪、売買春、ストーカー行為*3、セクシュ

アル・ハラスメント、マタニティハラスメントなど女性に対するあらゆる暴力の根絶に向け

て、暴力の防止及び被害者に対する救済・支援に行政・事業者・地域・学校等が情報の共有と

連携により、一体となって取り組みます。 

また、ＤＶは「犯罪となりうる重大な人権侵害である」ことの認識など、人権問題に関す

る町民の意識を深め、人権を尊重し、暴力を許さないまちづくりを目指します。 

 

三股町男女共同参画社会づくり条例 

第 8 条 何人も、職場、学校、地域、家庭その他のあらゆる分野において、次に掲げる行為を行っては

ならない。 

（1）性別による差別的取り扱い 

（2）セクシュアル・ハラスメント（性的な言動により当該言動を受けた者の生活環境を害すること又

は性的な言動を受けた者の対応によりその者に不利益を与えることをいう。） 

（3）男女間における暴力その他の心身に有害な影響を及ぼす言動 

 

 

 

 

 

 

*1 DV（配偶者等からの暴力） 

ドメスティック・バイオレンス（DV/Domestic violence）とも言われ、「配偶者や恋人など親密な関係にある、又
はあった者から振るわれる暴力」という意味で使用されます。 

*2 デート DV 

交際中のカップル間に起こる DV をいう。 

*3 ストーカー行為 

ストーカー規制法において、同一の者に対し「つきまとい等」を繰り返して行うことを「ストーカー行為」と規定。 
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（１）重点分野１ 配偶者等からの暴力（ＤＶ）の防止 

【現状と課題】 

配偶者等からの暴力(ＤＶ)防止については、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する法律」などにより対策の充実が図られています。また、国は職場におけるセク

シュアル・ハラスメントやパワーハラスメント*1 について男女雇用機会均等法により事

業主の配慮義務を求めるとともにスト—カー規制法で対策を講じてきています。 

しかし、一方では暴力に直接関わりのない人には、ＤＶは個人や家庭などの限られた

問題と考えがちであることは否めません。また、インターネットや携帯電話・スマートフ

ォン等の普及により女性に対する暴力は多様化しています。 

町民意識調査で「配偶者等から暴力を受けた経験がある」と回答した女性は 25.7%、

男性は 12.4%となっています。 

ＤＶを受けた内容については、最も多かったのは、「大声で怒鳴られた」(女性 17.6%)

ですが、女性の 2.9%は「医師の治療が必要とならない程度の暴行を受けた」と回答して

います。 

このような状況を踏まえ、女性に対する暴力を根絶するため町民一人ひとりが、ＤＶ、

セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為に関する関心を深め、暴力の防止に取り組

むことが必要です。 

図表 4-45 ＤＶを受けた経験の有無（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査  
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何らかの暴力を受けた

【全体-「そのような経験は全くない」-無回答】

大声でどなられる

「誰のおかげで生活できるんだ」とか「甲斐性

（かいしょう）なし」といわれる

交友関係や電話・SNSを細かく監視される

十分な生活費を渡されない

何でも勝手に決められ、命令される

何を言っても無視され続ける

見たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌を見

せられる

性的行為を強要される

医師の治療が必要とならない程度の暴行を受

ける

医師の治療が必要となる程度の暴行を受ける

命の危険を感じるくらいの暴行を受ける

その他（ ）

そのような経験は全くない

無回答

全体(n=675)

女性(n=408)

男性(n=258)

(％)
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図表 4-46 ＤＶを受けた経験の有無（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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【全体-「そのような経験は全くない」-無回答】

大声でどなられる

「誰のおかげで生活できるんだ」とか「甲斐性

（かいしょう）なし」といわれる

交友関係や電話・SNSを細かく監視される

十分な生活費を渡されない

何でも勝手に決められ、命令される

何を言っても無視され続ける

見たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌を見

せられる

性的行為を強要される

医師の治療が必要とならない程度の暴行を受

ける

医師の治療が必要となる程度の暴行を受ける

命の危険を感じるくらいの暴行を受ける

その他（ ）

そのような経験は全くない

無回答

今回(n=675)

前回(n=479)

宮崎県(n=1,286)

(％)
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【基本目標Ⅴ重点分野１ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

㉔ 
配偶者等に対する暴力根

絶に向けた啓発活動 

ＤＶは身体的暴力だけでなく言葉による精神的な暴力、

経済的•性的暴力などがあり、ＤＶについての知識の普

及•啓発に取り組みます。 

総務課 

福祉課 

教育課 

「女性に対する暴力をなくす運動」*2期間のほか様々な

機会において、ＤＶ防止法の周知•啓発活動を推進しま

す。 

中•高生及び大学生等の若年層を対象に交際相手からの

ＤＶ(デートＤＶ)の防止に関する広報•啓発活動に取り

組みます。 

㉕ 
ハラスメントやストーカ

ー対策の推進 

町は「三股町職員ハラスメント防止規程」に基づき、職

員に対する研修を今後も進めます。 

総務課 

事業所におけるハラスメント防止の啓発を促進します。 

職場における、セクシャル・ハラスメント、マタニティ

ハラスメントなどを防止するための啓発活動を促進し

ます。 

ストーカー行為は、犯罪となる重大な人権侵害であるこ

とを周知啓発します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 パワーハラスメント（パワハラ） 

職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内での優位性を背景に、業務の適正な範囲を
超えて、精神的・身体的苦痛を与えるまたは職場環境を悪化させる行為。 

*2 女性に対する暴力をなくす運動 

毎年 11 月 12 日から 25 日(女性に対する暴力撤廃国際日)までの 2 週間を運動期間とし、社会意識の啓発
等、女性に対する暴力の問題に関する取り組みを一層強化するとともに、女性の人権の尊重のための意識啓
発や教育の充実を図ることを目的として実施する。 
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（２）重点分野２ ＤＶ被害者への支援 

【現状と課題】 

ＤＶは一般的には、配偶者(元配偶者、内縁関係などを含む)や交際相手からの暴力で

す。その内容は、殴る・蹴るといった身体的暴力だけでなく、暴言・無視などの精神的暴

力、生活費を渡さない・借金を重ねるなどの経済的暴力、性行為を強制する・避妊に協力

しないなどの性的暴力、メール等の着信履歴のチェックなどの行動の制限などがありま

す。このようなＤＶは子どもにも深刻な影響を与えます。 

また、ＤＶはこれまで単なる夫婦げんかとして扱われるなど、夫婦間の問題、家庭内の

問題として見逃され、潜在化している場合が少なくなく、表面化した際には深刻化して

いるケースもあります。 

ＤＶは家庭内で行われることが多く、外部から発見することは困難な状況であり、様々

な事情や理由から相談や支援を求めないケースが多いのが実情です。 

町民意識調査では、ＤＶを受けた際の対応について、被害女性の 38.1%は「どこ(誰)

にも相談しなかった」と回答しています。その理由の第１位は、「相談するほどのことで

もないと思ったから」(47.5%)、第２位が「相談しても無駄と思ったから」(42.5%)と

なっています。このような現況から、相談や支援を求めず家庭内で問題を抱え込んでし

まう被害者が多いことが予測され、これらの方が利用しやすい窓口や支援体制と、活動

の周知が必要になると考えられます。 

図表 4-47 ＤＶ被害者の対応（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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図表 4-48 ＤＶ被害者の対応（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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図表 4-49 ＤＶ被害者が誰（どこ）にも相談しなかった理由（男女別） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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図表 4-50 ＤＶ被害者が誰（どこ）にも相談しなかった理由（他調査との比較） 

 

資料：令和３年三股町男女共同参画社会づくりのための町民意識調査 
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【基本目標Ⅴ重点分野２ 施策の方向】 

施策 内容 所管課 

㉖ 相談・支援体制の充実 

ＤＶ被害を早期に発見するため、町•警察•女性相談所

(県)等が情報の共有•提供に努めるとともにＤＶ被害者

等が安心して相談できる体制づくりに取り組みます。 

総務課 

福祉課 

ＤＶ被害者の相談、支援に携わる職員の専門知識の習得

や研修に努めます。 

ＤＶの二次被害*1 を防ぐために、庁内関係課•関係職員

の情報の共有及び資質の向上に努めます。 

【変更】ＤＶ相談窓口を町民に周知するため庁内各課・

関係機関と協力し広報活動を推進します。 

ＤＶ被害者の保護、経済的支援などについて、県及び関

係機関と連携して支援に取り組みます。 

㉗ 

女性・パートナー、子ど

も等に対するあらゆる暴

力防止の取組 

の推進 

女性・パートナー*2の人権を侵害する暴力防止について

の広報・啓発活動を推進します。 

総務課 

福祉課 

教育課 

町民保健課 

高齢者支援

課 

【新規】暴力などの被害者支援のため、カウンセリング

や専門機関、シェルター(保護施設)などの情報を提供し

ます。 

【新規】パートナーからの暴力等により避難中、児童扶

養手当などの公的な各制度を利用するため、申請に応じ

て、加害者に対し住民票などの閲覧制限を行います。 

 

【基本目標Ⅴの現状と目標値】 

施策 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和６年度) 

DV に対する相談窓口周知回数 1 回 月１回程度 

町職員のハラスメントに対する研修回数 0 回 1 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*1 ＤＶの二次被害 

DV 被害者を支援する側が、DV 被害者の置かれている状況や DV 自体に関して理解が不十分であるために
被害者に対して不適切な対応をとることにより、被害者が更に被害を受けること。 

*2 パートナー 

配偶者、またはそれに準ずる人。 



 

 

 

 

 

第５章 推進体制 
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１ 庁内の推進体制 

男女共同参画の推進は、町民生活のあらゆる分野に関係しています。また、すべての施策

は男女共同参画の視点に配慮して企画、立案、実施される必要があります。 

このため、「三股町男女共同参画推進本部」において関係課の連絡調整・情報共有を行い、

計画の円滑な推進に努めます。 

また、三股町男女共同参画審議会の意見等を積極的に取り入れ、施策への反映に努めます。 

 

２ 計画の進行管理 

三股町男女共同参画推進条例第 18条に基づき、毎年度「第２次三股町男女共同参画プラン

(三股町 DV 防止基本計画を含む)」に関する施策の進涉状況について報告書を作成し、公表

します。 

表 5-1 成果指標 

 施策 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和６年度) 

基本目標Ⅰ 
男女共同参画に関する講座の参加者数 0 人 60 人 

広報誌への男女共同関連記事掲載数 1 回 2 回 

基本目標Ⅱ 

審議会等に占める女性委員の割合 17.8% 40%以上 

町職員の課長相当職に占める女性の割合 7.1% 14%以上 

女性防災士数 38 人 60 人 

基本目標Ⅲ 
家族経営協定数 5 人 6 人 

町職員の育児休業取得率（うち男性職員の取得率） 0% 20% 

基本目標Ⅳ 
乳がん検診受診率 12.7% 50% 

子宮がん検診受診率 9.6% 50% 

基本目標Ⅴ 
DV に対する相談窓口周知回数 1 回 月１回程度 

町職員のハラスメントに対する研修回数 0 回 1 回 
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３ 国・県・関係機関との連携 

男女共同参画社会の実現に向けて本プランを計画的、総合的に推進するため、国・県・関

係機関との連携強化に努めます。 

 

４ 町民との協働によるプランの推進 

本プランの実効性を高めるために三股町男女共同参画推進条例の周知徹底に努めるととも

に、町民・地域活動団体・事業所等が主体的に取り組む実効的な活動の支援・促進に努めま

す。 

 


